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地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

第一計画期間の超過削減量を、第二計画期間の温室効果ガス排出量から次のとおり差し引く。

トン トン トン トン

注 １　該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。

 　２　「細分類番号」とは、統計法(平成19年法律第53号)第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

 　３　「基準年度」とは、計画期間の前年度又は計画期間の前の３年度の事業活動に伴う排出の量又は原単位の数値の平均をいいます。

 　４　「増減率」とは、基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

 　５　「重点的に実施する取組の実施状況」とは、温室効果ガスの排出の量を削減するために重点的に実施した取組の実施率を地球温暖化対策指針で

 　　　定める方法により算出して記入し、その算出の根拠となる資料を添付してください。

実 績 に 対 す る 自 己 評 価
本庁舎、出先機関において省エネ対策（市エコ・オフィスの取り組み）を徹底した。一方で、施設
改修により、一時的にエネルギー効率の悪い設備を使用していたことなどが影響し、排出量が増加
した。
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3,986.6

森林の保全及び整備によるもの

4,046.8

環境マネジメントシステムの導入により、省エネ・省資源の推進、環境啓発の実施を図り４％の温室効果ガ
ス排出量の削減を目指す。
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出の量
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0.0

4,139.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　第12条第１項第４号

重 点 的 に 実 施 す る 取 組 の 実 施 状 況
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（ ２７ ）　年　度

（27）年度 （28）年度
第１年度

事業者の区分

報告者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
京都府八幡市八幡園内７５番地

地 域 産 木 材 の 利 用 に よ る も の

具体的な取組及び
措置の内容

（23～25）年度

（27）年度

平成２６年４月から平成２９年３月まで

事　業　者　排　出　量　削　減　報　告　書

　（ 宛　先 ）　京 都 府 知 事

細分類番号

平成２９年　７月２８日

主たる業種 地方公務

八幡市　市長　堀口　文昭
報告者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　第12条第１項第１号

市長を本部長とする環境政策推進本部を設置し、ＫＥＳ・環境マネジメントシステム（ステップ１）の運用
により、市が行うすべての事務事業に関し、環境に配慮するために策定された計画の点検、評価、見直しを
行う。

京都府地球温暖化対策条例施行規則　  　　　　 　第12条第１項第２号又は第３号
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第３年度

本庁舎、別館、分庁舎内において空調設備更新時に高効率のものを設置。また庁舎内照明を順次
LEDダウンライトへ改修。

（26）年度

就学前環境教育の一環として、市内の保育・幼稚園の園児、また児童センターに環境に関するテーマを題材とした大型
紙芝居を用いて実施している。また省エネ対策としてグリーンカーテン講習会を実施し、市民にゴーヤの苗配布を行っ
ている。市民文化祭時に実施するスマート・エコ祭で、グリーンカーテン写真コンテストの表彰式を開催し、市民・事
業者にグリーンカーテンの取り組み通じて啓発をし、省エネの推進を図っている。

上記の措置を実施した結果に対する
自己評価

ノーマイカーデーの取り組みは、身近に出来る環境に配慮した取り組
みであり、各職員に定着しており、環境に対する意識づけになってい
る。

本庁舎、出先機関において省エネ対策（市エコ・オフィスの取り組み）を徹底した。一方で、施設
改修により、一時的にエネルギー効率の悪い設備を使用していたことなどが影響し、原単位が増加
した。
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本庁舎、別館、分庁舎内において空調設備更新時に高効率のものを設置。また庁舎内照明を順次
LEDダウンライトへ改修。さらに、業務に支障のない範囲で蛍光灯を間引いた。
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市環境マネジメントシステム運用において、環境啓発活動の実施の一
環として、職員の通勤に際して、月１回以上マイカーを自粛しノーマ
イカーデーの取り組みを実施している。
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（26）年度 （27）年度

本庁舎、別館、分庁舎内において空調設備更新時に高効率のものを設置。また庁舎内照明を順次
LEDダウンライトへ改修。さらに、業務に支障のない範囲で蛍光灯を間引いた。
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